
様式第 1 号(第 4 条関係)  ※市記載欄(申込者記載不要) 

受付日  受付番号  

 

合志市脱炭素推進対策補助金(太陽光発電設備導入補助金)交付申込書及び実績報告書 

 

年   月   日 

 

(あて先)合志市長 

 

(申込者) ※原則、世帯主に限ります。 

氏名 

フリガナ  

 

住所 

(〒      －       ) 

 

電話 

番号 

(   )   －           

※日中連絡のできる電話番号を記入

 

 合志市脱炭素推進対策補助金交付要綱(太陽光発電設備導入補助金)につき、交付要綱に記載の交付条件

等の全てに同意の上、次のとおり申し込みます。 

 また、本補助金の交付決定審査のため、申込者の市税の納付状況及び建物の建築年月日等の調査・確認

されることについて同意します。 

 

○問い合わせ先(この交付申込書について、詳細が分かる方を記入してください。) 

問い合わせ先 ※どちらかにチェック☑ □ 申込者 □ 手続代行者(下記へ記入) 

 

手続代行者 

会社名等 
 

所在地 
(〒     －      ) 

 

担当者 

フリガナ 

 

電話番号 
事務所：(     )       －        

携 帯：(     )       －        

定休日☑ □月曜  □火曜  □水曜  □木曜  □金曜 

 

決定通知等の書類の送付先 ※どちらかにチェック☑ □ 申込者 □ 手続代行者 

 

(1/3) 



１ 太陽光発電設備の設置場所 (該当する項目にチェック☑) 

□ 申込者現住所と同じ ※太陽光発電設備を導入した住宅の住所。住民登録も同住所であること。

  ※所有かつ居住、または居住のみで家屋所有者の同意があること。 

   

□ 申込者と生計を一にする家族が居住している場合(以下に記入)  

 
 合志市   

 

     

 

２ 太陽光発電設備を設置した建物(該当する項目にチェック☑) 

(1) 住宅用途  □ 専用住宅   □ 併用住宅   

※店舗等併用住宅の場合、太陽光発電設備から供給される電力が専ら店舗等の用に供されるものではないこと。 

(2) 既存住宅への設置であることの確認(建物の建築年月     年   月) 

※固定資産税の課税明細書又は登記簿謄本等で確認 

 

３ 事業完了日：    年    月    日 

※太陽光発電設備の竣工日又は契約額の支払いが完了した日(領収書の発行日)のうち最も遅い日。 

※竣工日が分かるもの(工事請負者や販売者が作成したもので、代表者印又は会社印が押されたもの等)を

添付すること。 

支払完了日：    年    月    日 

竣 工 日：    年    月    日 
 

４ 太陽光発電設備の概要 

太陽電池モジュール 製造メーカー： 

公称最大出力※1と 

使用枚数 

① W × 枚＝ W 

② W × 枚＝ W 

③ W × 枚＝ W 

④ W × 枚＝ W 

 

太陽電池の最大出力 

(①～④の合計値、小数

点以下第 3 位切捨て) 

W 
kW

換算 ※１kW 以上必要 

kW

※1 日本工業規格又はＩＥＣ等の国際規格に規定される太陽電池モジュールの公称最大出力をいう。 
 

パワーコンディショナ 

定格出力※2 

① kW 
(定格出力の合計) 

※１kW 以上必要 

② kW 
 

 
kW 

※2 日本工業規格に規定されるパワーコンディショナの定格出力(小数点以下第 3 位切捨て)をいう。 

※3 太陽光発電設備の増設の場合はその合計出力が 10kW 未満であることが補助要件となります。 

  
(2/3) 



５ 補助金交付申込額        円 

(以下の補助金と同時に申し込む場合はチェック☑) 

蓄電池導入補助金 □ 

エネファーム導入補助金 □ 

※複数の補助金を申し込む場合は、各補助金の補助額の 9 割(千円未満切捨て)が上限。 

 

※前年度以前に本補助金の交付を受けている場合は、その年度と種類、交付を受けた金額を記載してくだ

さい。 

既に交付を受けた補助金の年度 年度

既に交付を受けた補助金の種類 

該当する箇所に○を記載 

太陽光発電設備 蓄電池 エネファーム 

   

既に交付を受けた補助金の額 円

 

６ 誓約事項等(誓約及び確認のうえチェック☑) 

(1)誓約事項 

□ 私は、合志市暴力団排除条例(平成 24 年条例第 1 号)第 2 条第 2 号に規定する暴力団員に該当し

ないことを誓約します。 

  また、市長の求めに応じ、補助金の交付を受けて導入した省エネルギー機器等の稼働状況その他

の省エネルギー機器等に関する事項の報告等に協力することを誓約します。 

 

申込者氏名(自署)                      印 

※申込者本人による申し込み手続きの場合は印鑑不要。 

 

＊暴力団員・・・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第6号に
規定する暴力団員をいう。 
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様式第 2 号(第 4 条関係)  ※市記載欄(申込者記載不要) 

受付日  受付番号  

 

合志市脱炭素推進対策補助金(蓄電池導入補助金)交付申込書及び実績報告書 

 

年   月   日 

 

(あて先)合志市長 

 

(申込者) ※原則、世帯主に限ります。 

氏名 

フリガナ  

 

住所 

(〒      －       ) 

 

電話 

番号 

(   )   －           

※日中連絡のできる電話番号を記入

 

 合志市脱炭素推進対策補助金交付要綱(蓄電池導入補助金)につき、交付要綱に記載の交付条件等の全て

に同意の上、次のとおり申し込みます。 

 また、本補助金の交付決定審査のため、申込者の市税の納付状況及び建物の建築年月日等の調査・確認

されることについて同意します。 

 

○問い合わせ先(この交付申込書について、詳細が分かる方を記入してください。) 

問い合わせ先 ※どちらかにチェック☑ □ 申込者 □ 手続代行者(下記へ記入) 

 

手続代行者 

会社名等 
 

所在地 
(〒     －      ) 

 

担当者 

フリガナ 

 

電話番号 
事務所：(     )       －        

携 帯：(     )       －        

定休日☑ □月曜  □火曜  □水曜  □木曜  □金曜 

 

決定通知等の書類の送付先 ※どちらかにチェック☑ □ 申込者 □ 手続代行者 

 
(1/3) 



１ 蓄電池の設置場所 (該当する項目にチェック☑) 

□ 申込者現住所と同じ ※蓄電池を導入した住宅の住所。住民登録も同住所であること。 

  ※所有かつ居住、または居住のみで家屋所有者の同意があること。 

   

□ 申込者と生計を一にする家族が居住している場合(以下に記入)  

 
 合志市   

 

      

２ 蓄電池を設置する建物(該当する項目にチェック☑) 

(1) 住宅用途  □ 専用住宅  □ 併用住宅 

※店舗等併用住宅の場合、蓄電池から供給される電力が専ら店舗等の用に供されるものではないこと。 

(2) 既存住宅への設置であることの確認(建物の建築年月     年   月) 

※固定資産税の課税明細書又は登記簿謄本等で確認 
 

３ 事業完了日：    年    月    日 

※蓄電池の竣工日又は契約額の支払いが完了した日(領収書の発行日)のうち最も遅い日。 

※竣工日が分かるもの(工事請負者や販売者が作成したもので、代表者印又は会社印が押されたもの等)を

添付すること。 

支払完了日：    年    月    日 

竣 工 日：    年    月    日 
 

４ 蓄電池の概要 

メーカー名  

パッケージ型番※1  

蓄電容量※2 kWh  

※1 環境省 ZEH 補助事業者が公表する蓄電システム登録済製品一覧に登録された型番(パッケージ型番)
を記入し、パッケージ型番を照合できるカタログの写しを提出すること。 

※2 小数点以下第２位切捨て。  
５ 補助金交付申込額        円 

(以下の補助金と同時に申し込む場合はチェック☑) 

太陽光発電設備導入補助金 □ 

エネファーム導入補助金 □ 

※複数の補助金を申し込む場合は、各補助金の補助額の 9 割(千円未満切捨て)が上限。 
 

※前年度以前に本補助金の交付を受けている場合は、その年度と種類、交付を受けた金額を記載してくだ

さい。 

既に交付を受けた補助金の年度 年度

既に交付を受けた補助金の種類 

該当する箇所に○を記載 

太陽光発電設備 蓄電池 エネファーム 

   

既に交付を受けた補助金の額 円
 

  (2/3) 



６ 誓約事項等(誓約及び確認のうえチェック☑) 

(1)誓約事項 

□ 私は、合志市暴力団排除条例(平成 24 年条例第 1 号)第 2 条第 2 号に規定する暴力団員に該当し

ないことを誓約します。 

  また、市長の求めに応じ、補助金の交付を受けて導入した省エネルギー機器等の稼働状況その他

の省エネルギー機器等に関する事項の報告等に協力することを誓約します。 

 

申込者氏名(自署)                      印 

※申込者本人による申し込み手続きの場合は印鑑不要。 

 

＊暴力団員・・・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第6号に
規定する暴力団員をいう。 
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様式第 3 号(第 4 条関係)  ※市記載欄(申込者記載不要) 

受付日  受付番号  

 

合志市脱炭素推進対策補助金(エネファーム導入補助金)交付申込書及び実績報告書 

 

年   月   日 

 

(あて先)合志市長 

 

(申込者) ※原則、世帯主に限ります。 

氏名 

フリガナ  

 

住所 

(〒      －       ) 

 

電話 

番号 

(   )   －           

※日中連絡のできる電話番号を記入

 

 合志市脱炭素推進対策補助金交付要綱(エネファーム導入補助金)につき、交付要綱に記載の交付条件等

の全てに同意の上、次のとおり申し込みます。 

 また、本補助金の交付決定審査のため、申込者の市税の納付状況及び建物の建築年月日等の調査・確認

されることについて同意します。 

 

○問い合わせ先(この交付申込書について、詳細が分かる方を記入してください。) 

問い合わせ先 ※どちらかにチェック☑ □ 申込者 □ 手続代行者(下記へ記入) 

 

手続代行者 

会社名等 
 

所在地 
(〒     －      ) 

 

担当者 

フリガナ 

 

電話番号 
事務所：(     )       －        

携 帯：(     )       －        

定休日☑ □月曜  □火曜  □水曜  □木曜  □金曜 

 

決定通知等の書類の送付先 ※どちらかにチェック☑ □ 申込者 □ 手続代行者 

 
(1/3) 



１ エネファームの設置場所 (該当する項目にチェック☑) 

□ 申込者現住所と同じ ※エネファームを導入した住宅の住所。住民登録も同住所であること。 

  ※所有かつ居住、または居住のみで家屋所有者の同意があること。 

   

□ 申込者と生計を一にする家族が居住している場合(以下に記入)  

 
 合志市   

 

     
 

２ エネファームを設置した建物(該当する項目にチェック☑) 

(1) 住宅用途  □ 専用住宅   □ 併用住宅   

※店舗等併用住宅の場合、太陽光発電設備から供給される電力が専ら店舗等の用に供されるものではないこと。 

(2) 既存住宅への設置であることの確認(建物の建築年月     年   月) 

※固定資産税の課税明細書又は登記簿謄本等で確認 
 

３ 事業完了日：    年    月    日 

※エネファームの竣工日又は契約額の支払いが完了した日(領収書の発行日)のうち最も遅い日。 

※竣工日が分かるもの(工事請負者や販売者が作成したもので、代表者印又は会社印が押されたもの等)を

添付すること。 

支払完了日：    年    月    日 

竣 工 日：    年    月    日 
 

４ エネファームの概要 

燃料電池ユニット型式  

貯湯ユニット型式 

(設置しない場合は記入不要) 
 

※一般社団法人燃料電池普及促進協会が公表する機器登録リストの型番を記入し、型番を照合できるカタ
ログの写しを提出すること。 

 
５ 補助金交付申込額        円 

(以下の補助金と同時に申し込む場合はチェック☑) 

太陽光発電設備導入補助金 □ 

蓄電池導入補助金 □ 

※複数の補助金を申し込む場合は、各補助金の補助額の 9 割(千円未満切捨て)が上限。 
 

※前年度以前に本補助金の交付を受けている場合は、その年度と種類、交付を受けた金額を記載してくだ

さい。 

既に交付を受けた補助金の年度 年度

既に交付を受けた補助金の種類 

該当する箇所に○を記載 

太陽光発電設備 蓄電池 エネファーム 

   

既に交付を受けた補助金の額 円
 

  (2/3) 



６ 誓約事項等(誓約及び確認のうえチェック☑) 

(1)誓約事項 

□ 私は、合志市暴力団排除条例(平成 24 年条例第 1 号)第 2 条第 2 号に規定する暴力団員に該当し

ないことを誓約します。 

  また、市長の求めに応じ、補助金の交付を受けて導入した省エネルギー機器等の稼働状況その他

の省エネルギー機器等に関する事項の報告等に協力することを誓約します。 

 

申込者氏名(自署)                      印 

※申込者本人による申し込み手続きの場合は印鑑不要。 

 

＊暴力団員・・・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第6号に
規定する暴力団員をいう。 

 

 

  

(3/3) 



様式第 4 号(第 4 条関係)  ※市記載欄(申込者記載不要) 

受付日  受付番号  

 

合志市脱炭素推進対策補助金(太陽熱温水器導入補助金)交付申込書及び実績報告書 

 

年   月   日 

 

(あて先)合志市長 

 

(申込者) ※原則、世帯主に限ります。 

氏名 

フリガナ  

 

住所 

(〒      －       ) 

 

電話 

番号 

(   )   －           

※日中連絡のできる電話番号を記入

 

 合志市脱炭素推進対策補助金交付要綱(太陽熱温水器導入補助金)につき、交付要綱に記載の交付条件等

の全てに同意の上、次のとおり申し込みます。 

 また、本補助金の交付決定審査のため、申込者の市税の納付状況及び建物の建築年月日等の調査・確認

されることについて同意します。 

 

○問い合わせ先(この交付申込書について、詳細が分かる方を記入してください。) 

問い合わせ先 ※どちらかにチェック☑ □ 申込者 □ 手続代行者(下記へ記入) 

 

手続代行者 

会社名等 
 

所在地 
(〒     －      ) 

 

担当者 

フリガナ 

 

電話番号 
事務所：(     )       －        

携 帯：(     )       －        

定休日☑ □月曜  □火曜  □水曜  □木曜  □金曜 

 

決定通知等の書類の送付先 ※どちらかにチェック☑ □ 申込者 □ 手続代行者 

 

 (1/2) 



１ 太陽熱温水器の設置場所 (該当する項目にチェック☑) 

□ 申込者現住所と同じ ※太陽熱温水器を導入した住宅の住所。住民登録も同住所であること。 

  ※所有かつ居住、または居住のみで家屋所有者の同意があること。 

   

□ 申込者と生計を一にする家族が居住している場合(以下に記入)  

 
 合志市   

 

     

 

２ 太陽熱温水器を設置した建物(該当する項目にチェック☑) 

(1) 住宅用途  □ 専用住宅   □ 併用住宅   

※店舗等併用住宅の場合、太陽光発電設備から供給される電力が専ら店舗等の用に供されるものではないこと。 

(2) 既存住宅への設置であることの確認(建物の建築年月     年   月) 

※固定資産税の課税明細書又は登記簿謄本等で確認 
 

３ 事業完了日：    年    月    日 

※太陽熱温水器の竣工日又は契約額の支払いが完了した日(領収書の発行日)のうち最も遅い日。 

※竣工日が分かるもの(工事請負者や販売者が作成したもので、代表者印又は会社印が押されたもの等)を

添付すること。 

支払完了日：    年    月    日 

竣 工 日：    年    月    日 
 

４ 太陽熱温水器の概要と補助金交付申込額 

太陽熱温水器の種別 自然循環型 

設置費用額(補助対象事業費) 円 

補助金交付申込額 

円 

※補助対象事業費の 1/5 以内(千円未満切捨て) 

※自然循環型は 25,000 円を上限とする。 
 

５ 誓約事項等(誓約及び確認のうえチェック☑) 

(1)誓約事項 

□ 私は、合志市暴力団排除条例(平成 24 年条例第 1 号)第 2 条第 2 号に規定する暴力団員に該当し

ないことを誓約します。 

  また、市長の求めに応じ、補助金の交付を受けて導入した省エネルギー機器等の稼働状況その他

の省エネルギー機器等に関する事項の報告等に協力することを誓約します。 
 

申込者氏名(自署)                      印 

※申込者本人による申し込み手続きの場合は印鑑不要。 
 

＊暴力団員・・・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第6号に
規定する暴力団員をいう。 

 

  (2/2) 



様式第 5 号(第 4 条関係)  ※市記載欄(申込者記載不要) 

受付日  受付番号  

 

合志市脱炭素推進対策補助金(省エネ家電製品導入補助金)交付申込書及び実績報告書 

 

年   月   日 

 

(あて先)合志市長 

 

(申込者) ※原則、世帯主に限ります。 

氏名 

フリガナ  

 

住所 

(〒      －       ) 

 

電話 

番号 

(   )   －           

※日中連絡のできる電話番号を記入

 

 合志市省エネルギー等推進事業補助金(省エネ家電製品導入補助金)につき、交付要綱に記載の交付条件

等の全てに同意の上、次のとおり申し込みます。 

 また、本補助金の交付決定審査のため、申込者の市税の納付状況等の調査・確認されることについて同

意します。 

 

○問い合わせ先(この交付申込書について、詳細が分かる方を記入してください。) 

問い合わせ先 ※どちらかにチェック☑ □ 申込者 □ 手続代行者(下記へ記入) 

 

手続代行者 

会社名等 
 

所在地 
(〒     －      ) 

 

担当者 

フリガナ 

 

電話番号 
事務所：(     )       －        

携 帯：(     )       －        

定休日☑ □月曜  □火曜  □水曜  □木曜  □金曜 

 

決定通知等の書類の送付先 ※どちらかにチェック☑ □ 申込者 □ 手続代行者 

 

  (1/2) 



１ 購入した省エネ家電製品の詳細 

※購入時に省エネ基準達成率が目標

年度 2027 において 100%以上であ

るエアコン、目標年度 2010 におい

て 100%以上である冷蔵庫並びに

LED 照明であり、新品(未使用品)で

あるもの。 

※省エネ基準達成率については、購

入する店舗で確認するか、若しく

は「省エネ型製品情報サイト」

(https://seihinjyoho.go.jp/ind

ex.html)で確認すること。 

※欄が足りない場合は、右記と同じ

項目を補助対象家電毎に別紙に列

記し添付すること。 

※該当する項目にチェック☑ 

□ エアコン □ 冷蔵庫 □ LED 照明(LED ﾗﾝﾌﾟを含む) 

メーカー： 

型番(機種名)： 

購入日：       年    月    日 

※領収書(レシート)の発行日を記入 

※該当する項目にチェック☑ 

□ エアコン □ 冷蔵庫□ LED 照明(LED ﾗﾝﾌﾟを含む) 

メーカー： 

型番(機種名)： 

購入日：       年    月    日 

※領収書(レシート)の発行日を記入 

２ 補助対象経費(税抜価格) 

※省エネ家電製品の購入費と一体不

可分の据付等の工事費の合計額 

※ポイント等による割引は補助対象

経費に含めない。 

     

     

  

円 
 
≧50,000 円 

     

※補助対象は合計額が 5 万円以上ものに限る。 

(対象外経費：諸経費、調査費、設計費、管理費、交通費、廃材

処分費、振込手数料等一体不可分ではない費用) 

３ 補助金交付申込額 
10,000 円 

４ 誓約事項等 

(誓約及び確認のうえチェック☑) 

(1)誓約事項 

□ 私は、合志市暴力団排除条例(平成 24 年条例第 1 号)第

2 条第 2 号に規定する暴力団員に該当しないことを誓約

します。 

  また、市長の求めに応じ、補助金の交付を受けて導入し

た省エネルギー機器等の稼働状況その他の省エネルギー

機器等に関する事項の報告等に協力することを誓約しま

す。 

 申込者氏名  

 (自書)  印   

   

 ※申込者本人による申し込み手続きの場合は印鑑不要。 

 

 

＊暴力団員・・・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第6号に
規定する暴力団員をいう。 

 

  (2/2) 



様式第 6 号(第 5 条関係) 
 
 

  第     号

(送付先)  年  月  日

 様
 
 
 

合志市脱炭素推進対策補助金交付決定及び交付確定通知書 
 

申込者 住所  

 氏名  様
 

合志市長        
 

 交付申込みのあった補助金については、合志市脱炭素推進対策補助金交付要綱(以下「交付要綱」とい

う。)第5条第1項の規定により、下記のとおり交付決定(確定)したので通知します。 
 

記 
 

１ 補助金の種類   

   

２ 補助金の額   円

   

３ 交付の条件は次のとおりとする。 

(1)省エネルギー機器等の使用においては、騒音、排気等により近隣住民等に迷惑をかけないよう、十

分に配慮すること。 

(2)補助金の交付を受けた省エネルギー機器等は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和40年大

蔵省令第15号)に定める法定耐用年数の期間、善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補

助金の目的に従ってその適正な運用を図らなければならない。 

(3)やむを得ず前号の期間内において省エネルギー機器等を処分しようとするときは、あらかじめ、合

志市脱炭素推進対策補助金に係る財産処分承認願(様式第10号)を市長に提出し、承認を受けなければ

ならない。ただし、災害その他本人の責めに帰さないやむを得ない事由により、毀損し、又は滅失し

たときはこの限りではない。 

(4)承認に係る財産処分等により収入があった場合において、既に交付された補助金の全部又は一部の

返還を求められたときは、速やかにこれに応じなければならない。 

(5)補助金の請求につき、速やかに、合志市脱炭素推進対策補助金交付請求書(様式第9号)を市長に提出

すること。 

(6)交付決定を受けた者は、市長の承認を得たものを除き、交付決定によって生じる権利を第三者に譲

渡し、又は承継させてはならない。 

(7)省エネルギー機器等の状況等につき市長から報告等の求めがあった場合は、速やかにこれに応じな

ければならない。 

(8)前各号の条件に違反したとき、不正行為がなされたときその他市長が補助を不適当と認めたとき

は、交付決定が取り消されることがある。 

４ 前項に規定する請求に応じた補助金の返還等がされない場合において、本市が申込者に対し支払うべ

き他の補助金があるときは、当該他の補助金の交付を一時停止することがある。 



様式第7号(第5条関係) 

 

合志市脱炭素推進対策補助金不交付決定通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

申込者 住所  

 氏名  様

 

合志市長        

 

 交付申込みのあった補助金については、下記のとおり不交付と決定しましたので、合志市脱炭素推進対策補

助金交付要綱第 5 条第 3 項の規定により、通知します。 

 

記 

 

１ 補助金の種類   

   

２ 不交付の理由   

  

 

  



様式第8号(第6条関係) 

 

合志市脱炭素推進対策補助金交付申込取下届出書 

 

年  月  日 

 

(あて先)合志市長 

 

申込者 住 所  

氏 名  

 

 

   年  月  日付け   第   号で交付決定通知のあった補助事業を下記のとおり取り下げる

こととしたので、届け出ます。 

 

記 

 

１ 補助金の種類   

   

２ 取下理由   

  

 

 

 

 

※交付決定通知等を受領している場合は、その写しを添付すること。 

 

  



様式第9号(第4条関係) 

合志市脱炭素推進対策補助金交付請求書 

 年  月  日 

(あて先)合志市長 
 

住 所  

氏 名   

〔電話番号(  )  －  〕

 

 合志市脱炭素推進対策補助金につき、以下のとおり請求します。 

 

１ 補助金の種類   

   

２ 補助金の額   円 

  

 

【振込先口座】※申込者本人名義の口座に限ります。 

 

 

銀行 

金庫 

農協 

 
 

支店

支所 普通・貯蓄・当座 
         

 口 座 番 号   

口座名義(カナ)   

 ※カタカナでご記入ください。
 

※ゆうちょ銀行口座への振込は下記へご記入ください。 

口座種別 1 普通 ・ 4 貯蓄 ・ 9 その他 

口座番号 (通常番号)記号      番号        1

 

(銀行 NET 番号)店番   8 番号     
 

口座名義  (カナ)  

※カタカナでご記入ください。 

  



様式第10号(第8条関係) 

 

合志市脱炭素推進対策補助金に係る財産処分承認願 

 

年  月  日 

 

(あて先)合志市長 

 

住 所  

氏 名  

 

 

合志市脱炭素推進対策補助金により取得した財産を処分したいので、下記のとおり承認願います。 

 

記 

 

１ 補助金の種類              

 

２ 処分する機器等の内容(品目、型番等)             

 

３ 補助対象機器等取得年月：      年   月 

 

４ 処分(予定)日：      年   月   日 

 

５ 処分の方法(該当する項目にチェック) 

 □ 売却  □ 廃棄  □ その他 (              ) 

 

６ 処分の理由 

 

 

 

 

７ 添付書類(処分に係る書類のほか、交付決定通知書等があればその写しも提出すること。) 

 

 

 

 


